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1. ま　え　が　き
メタボリックシンドロームなどの該当者や予備群に対す
る保健指導を徹底するために，2008年 4月から特定健診
および保健指導が厚生労働省主導のもとに実施されている。
とくに生活習慣病予防には「1に運動　2に食事　しっか
り禁煙　最後にクスリ　良い生活習慣は，気持ちがいい！」
といった標語により，運動を第一とした生活習慣を呼びか
けている。「健康づくりのための運動指針 2006」によれば，
健康づくりのための身体活動量の目標値を「週 23エクサ
サイズ＊ 1）そのうち 4エクササイズは活発な運動を！」と
しており，3 METs

＊ 2）以上の身体活動に対しての 1週間

当りの基準を 23エクササイズと定めている 1）。また，原
らも中高年女性を対象とした身体活動量と体重減少の関連
性による研究から，1日平均 3 METs以上の運動時間が体
重減少と有意に相関すると示している 2）。
一方，Levineら 3），4）は，運動以外の姿勢維持，立座り
や日常的な行動などによるエネルギー消費を非運動性熱産
生（Non-Exercise Activity Thermogenesis：以下，NEAT

と記す）の量，つまり 3 METs未満に相当する家事作業や
日常作業などの身体活動によるエネルギー消費不足が肥満
の一要因であることを示唆している。
身体活動量を簡便に測定するため，身体活動により発生
する加速度を計測し，身体活動量を推定する方法は簡便で
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優れた方法であることが，二重標識水法 5）との比較により
判明している。しかし，従来の 1軸加速度計では歩行動作
以外の動作を過小評価するため，総エネルギー消費量も有
意に過小評価することが以前より指摘されている 6）。日常
生活における姿勢変化，立座り，家事などでは動作が 3次
元的になるため，それらの動作のエネルギー推定精度向上
をねらって，近年では 3軸加速度センサを用いた機器の研
究開発が進められており 7），8），その実用化が望まれてい
る。筆者らも 3軸加速度センサを用いた身体活動量計（以
下，活動量計と記す）を開発し，2007年 11月から「アク
ティマーカー EW4800」（ 1）として発売している。
その精度は 3軸加速度センサを用いることにより，日常
活動からジョギングまでの身体活動強度を精度良く計測で
きることを別報 9）で示しており，これまでの 1軸センサや
歩数計では難しかった低強度から中等度以上の身体活動量
の計測を可能としている。日常活動の身体活動強度を精度
良く計測することにより，前述した NEATの量を評価す
ることが可能となる。身体活動強度の時刻歴を参照するこ
とにより，NEATを含めた生活習慣を把握することができ，
メタボリックシンドローム対策のための保健指導のツール
としてその有用性が期待できる。
本稿では，この活動量計を用いて日常活動量を定量的に
計測し，身体活動量とメタボリックシンドローム判定各指
標との関連性について統計的手法によりその有用性の検討
を行う。

2. 身体活動量とメタボリックシンドローム判定
各指標との関連性

2.1 身体活動量の測定方法
本研究に用いる活動量計は身体動作による 3軸加速度の
合成加速度変動の平均値と酸素摂取量の関係式により 1分
ごとの身体活動量を推定し，その値を本体のメモリーに記
憶することができる。別報で精度が確認された活動量計
と同じ演算方法に加え，本体の液晶表示画面に 12秒間の
平均活動強度と 1日の歩数，3 METs以上の活動時間が表
示される試作機（ 2）を使用する。活動量計は健診実施
日に対象に手渡すとともに，装着方法について説明を行う。
活動量計は起床から就寝するまで装着し，休日を含み装着
した日が 7日間以上となるようにする。また，活動量計の
表示は装着中に確認できるが，装着中はこれまでと同じよ
うに生活するようにする。なお，装着を忘れた日は申告表

により管理する。

2.2 対象
M銀行関連会社の関西地区において 2006年度の定期健
康診断を受診した 40歳以上の男性 903名に対し，健診時
に身体活動量計測のパンフレットを配布して希望者を募る。
このなかから，2006年 9月から 12月末の間に活動量計
試作機を使用し，身体活動量を計測した者 110名のうち，
装着日数の満たない者（18名），臍部腹周長（以下，腹囲
と記す）の測定を実施していない者（5名），および運動指
導を受けている者（28名）を除いた 59名（年齢：53.4±
6.0歳，BMI：24.6± 3.0，腹囲：86.6± 8.0 cm）を解析
対象とする。対象を健診時の腹囲により，85 cm未満の群
を非腹部肥満群（以下，N群と記す）と 85 cm以上の群を
腹部肥満群（以下，O群と記す）の 2群に分ける。N群は
30名，O群は 29名である。
なお，本研究においては，大阪大学医学部付属病院にお
ける倫理委員会での承認を得るとともに対象には本研究の
主旨を説明し，参加者全員から研究参加への同意を得てい
る。

2.3 統計処理
活動量のデータは，終日装着されていない装着開始日お
よび装着終了日，申告日および歩数が 200歩未満である
日を除き，1週間以上の活動量から求められる 1日平均の
値を代表値として統計処理に用いる。群間の身体活動量の
比較は，Studentの non-paired t-testを用い，身体活動量
と健診指標との相関関係の検定には Pearson's correlation 

coefficientを用いる。なお，健診指標として，収縮期血
圧（以下，SBPと記す），拡張期血圧値（以下，DBPと記
す），腹囲と血液検査での空腹時血糖値（以下，FGBと記
す），HDLコレステロール値（以下，HDLと記す），LDL

コレステロール（以下，LDLと記す），トリグリセリド（中
性脂肪：以下，TGと記す）および総コレステロール（以下，
Tchoと記す）を用いる。
また，各身体活動量を値の低い順に等分することにより
低運動量群（Q1），中運動量群（Q2），高運動量群（Q3）
の三分位に区分し，区分された群間の比較を実施する。群
間の活動量の比較には bonferroniの方法により t-testを行
う。なお，有意差の判定は p＜ 0.05とする。

1 EW4800

2
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本稿においては，活動量計から算出される 1分間平均の
身体活動強度を積算した値から算出される値を総称して身
体活動量と呼ぶものとし，とくに身体活動強度別に積算し
た時間を呼ぶ場合は x METs以上（あるいは未満）の身体
活動時間と呼ぶものとする。

3. 結 果
3.1 N群とO群の健診各指標の比較
両群の健診各指標を比較したものを 1に示す。これか
ら N群と O群の健診結果において年齢には有意差はない
が，N群が年齢の高い傾向（p＝ 0.09）にある。SBPに
おいては有意差はないが，DBPは O群が高い傾向にある。
Tchoと LDLについては有意差が認められない。O群は N

群に対し，BMI（Body Mass Index），FGB，TGで有意に
高値を，HDLで有意に低値を示している。

活動量計のメモリーに保存されている 1分ごとの歩数と
身体活動強度のデータから，身体活動量について N群と
O群の比較を行う。1日の消費エネルギーを 1分ごとの身
体活動強度のデータと基礎代謝の推定式より算出し 10），11），
これを推定基礎代謝量で除した値を生活活動指数 12）（以下，
PALkと記す）としてその結果を 2に示す。

N群と O群では平均歩数（以下，歩数と記す），3 METs

と 4 METs以上の活動時間において有意差は認められない。
一方，基礎代謝を除いた体重当りの平均消費エネルギー（以
下，TEと記す）において，N群が有意に高値である。身
体活動時間が 1.5 METs以上，3 METs未満，および PALk

においても N群が有意に高値であることから，N群は O

群に比べ運動や歩行による活動時間以外の日常活動による
動作や立作業などによる身体活動時間が多いことが推察さ
れる。 1において N群に比べ O群は，メタボリックシ
ンドロームの診断基準 13）となる指標である DBP，FBG，
TGにおいては有意に高値で，HDLは有意に低値である。
このことから，NEATに相当する 3 METs未満の身体活動

量もメタボリックシンドロームの予防に対しては重要であ
ると考えられる。

3.2 身体活動量と健診各指標との相関
本対象 59名の健診各指標のうち， 1において N群と

O群に有意差の認められる DBP，FBG，HDLと TGの 4

指標および腹囲について身体活動量との相関係数を求める。
結果を 3に示す。この表から腹囲と TEとの間には負の
有意な相関が，HDLと TEとの間には正の有意な相関が
認められる。また，腹囲と HDLは 1.5 METs以上の身体
活動時間とも有意な相関が認められるが，3 METs以上の
身体活動時間とは相関が認められない。このことは，中等
度の運動だけでなく 3 METs未満の低強度活動の積重ねで
エネルギー消費が増加し，結果として腹囲と HDLの値に
影響を与えると考えられる。

3においてとくに相関係数の高い TEと腹囲の関係を
3に示し，3 METs未満の身体活動時間と HDLの関係

を 4に示す。 5にはこれまで身体活動量の基準とさ
れているが本研究においては有意な相関が認められない 3 

METs以上の身体活動時間と腹囲の関係を示す。グラフ上
の○印は計測値を示し，直線は計測値を最小 2乗法で近似
した直線を示している。

N 群（30 名）

50.5 ± 6.853.4 ± 6.0（歳）年齢

＊＊＊77.4 ± 7.464.8 ± 4.2（kg）体重

BMI （kg／m2） ＊＊＊26.7 ± 2.522.5 ± 1.6

122.3 ± 11.6116.1 ± 12.4（mmHg）SBP

＊80.6 ± 7.975.0 ± 7.5（mmHg）DBP

＊＊99.7 ± 10.491.6 ± 8.4（mg／dL）FGB

209.7 ± 29.3211.7 ± 23.8（mg／dL）Tcho

＊＊＊49.6 ± 9.060.3 ± 11.6（mg／dL）HDL

130.1 ± 29.4131.4 ± 22.3（mg／dL）LDL

＊＊＊159.3 ± 96.183.7 ± 34.0（mg／dL）TG

O 群（29 名）項目

値は平均値 ± 標準偏差で示している。
＊：p<0.05, ＊＊：p<0.01 ＊＊＊：p<0.005

1 N O

O 群（29 名）N 群（30 名）

＊＊＊9.67 ± 1.8712.07 ± 2.72

10564 ± 303410385 ± 2549

＊1.48 ± 0.091.55 ± 0.12

1.5 METs以上（分／d） ＊＊325.0 ± 56.3379.0 ± 73.7

3.0 METs以上（分／d） 53.3 ± 23.353.5 ± 24.8

4.0 METs以上（分／d） 12.4 ± 10.016.4 ± 15.7

3.0 METs未満（分／d） ＊＊505.2 ± 71.7565.2 ± 93.0

生活活動指数＝（総消費エネルギー）／（推定基礎代謝）
＊：p<0.05, ＊＊：p<0.01 ＊＊＊：p<0.005

TE（kJ／kg／d）

歩数（Step／d）

PALk

身
体
活
動
時
間

2 N O

歩数指標
3.0 METs
以上

－0.310.08FBG ＊ －0.26－0.07－0.25－0.22 ＊

－0.140.02－0.05－0.08－0.180.10DBP

0.500.24HDL ＊＊＊ 0.40 ＊＊ 0.46＊＊＊ 0.110.14 ＊＊＊

－0.13－0.02－0.16－0.16－0.290.01TG

－0.520.04腹囲 ＊＊＊ －0.32 ＊ 0.34 ＊＊ －0.34－0.07 ＊＊

＊：p<0.05, ＊＊：p<0.01 ＊＊＊：p<0.005

TE PALk
1.5 METs
以上

3.0 METs
未満

3
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3.3 身体活動量の統計的解析
身体活動量の量的な基準を考察するために，対象 59名
の身体活動量を三分位に区分し，区分された群間での有意
差検定を行う。各身体活動量の三分位点は 4に示す。こ
の表には各群（Q1，Q2，Q3）の人数，身体活動量の最小
／最大値，平均±標準偏差を示している。たとえば， 4

に示した身体活動量のすべてが Q3群になるのは，1日の
歩数が 11620歩以上，TEが 52.0 kJ／kg／d以上，PALk

が 1.58以上，1.5 METs以上の身体活動時間が 385分以上，
3 METs以上が 60分以上，3 METs未満が 568分以上と
なる場合である。
次に，身体活動量の三分位により分類された各身体活動
量の群間の健診各指標との有意差の検討を行う。結果を
5に示す。この表の身体活動量の群分けは 4の身体活動
量ごとの群分けに対応している。両表より，TEが Q3群
（58.8± 6.9 kJ／kg／d）である場合，Q1群（35.0± 3.1 

kJ／kg／d）に対して HDLが有意に高値であり，腹囲の
値が有意に低値である。また，3 METs未満の身体活動時
間において Q3群が Q1群と Q2群に対して有意に高値で
ある。さらにこの結果から，歩数を除く身体活動量の Q3

群では，Q1群あるいは Q2群のいずれかの身体活動量と
比較しても HDLは有意に高値，FBG，DBP，TGおよび
腹囲は有意に低値となっており，Q3群の身体活動量が生
活習慣改善のための一指標になり得ると考えられる。

4. 考 察
「健康づくりのための運動指針 2006」（以下，運動指針
と記す）では，健康づくりのための身体活動量として週
23エクササイズ以上の活発な身体活動を行い，そのうち
の 4エクササイズ以上は活発な運動を行うことを目標に
している。この量を 1日当りの運動に換算すると約 66分
の 3 METs以上の運動に相当する。また原らは，40歳以
上の中高年の女性を対象とした身体活動量と体重減少の関
連性ついての研究において，1日平均 3 METs以上の運動
の時間が体重減少と有意に相関することを示しており，3

～ 4 METs以上の総時間が体重減少に関係すると述べてい
る。しかし，本対象では O群と N群の 3 METs以上の時
間では，両群ともに平均値が 53分前後，標準偏差が 24分
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20
11620／16448
13645 ± 1688

20
8830／11553
9966 ± 824

19
5230／8774
7668 ± 1143

人数（名）
最小／最大
平均±S.D

19
52.0／78.5
58.8 ± 6.9

20
38.5／50.4
43.6 ± 3.8

20
25.6／38.1
35.0 ± 3.1

人数（名）
最小／最大
平均±S.D

20
1.58／1.83
1.64 ±0 .07

19
1.46／1.58
1.50 ± 0.04

20
1.31／1.45
1.40 ± 0.04

人数（名）
最小／最大
平均±S.D

20
385／545
432 ±4 6

20
312／367
342 ± 18

19
210／309
280 ± 25

人数（名）
最小／最大
平均±S.D

20
60／111
80.9 ± 14.8

20
41／59
49.7 ± 5.8

19
10／40
28.7 ± 8.2

人数（名）
最小／最大
平均±S.D

19
568／758
638 ± 54

20
500／567
528 ± 21

20
349／499
447 ±40

人数（名）
最小／最大
平均±S.D

3.0 Mets 未満
（min／d）

身体活動量

3.0 Mets 以上
（min／d）

歩数
（Step／d）

TE
（kJ／kg／d）

PALk

1.5 Mets 以上
（min／d）

平均±標準偏差

4
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前後であり，有意差がない。いずれの群も運動指針の示す
3 METs以上の運動が 66分であるのに対して約 13分少な
い。一方，3 METs未満の時間においては有意差がみられ，
N群は O群に対して 1日当り平均 60分多い。原らの対象
は主婦層が中心であり，日常活動における作業や家事によ
る身体活動時間では対象間の大きな差がなく 3 METs以上
の運動時間において差がみられた。しかし，本稿の対象は
電車通勤による事務所勤務の男性であり，3 METs以上の
身体活動量は通勤時に行われるため，歩行時間においては
対象間に差がなく，日常活動における作業や家事に相当す
る身体活動量により差が生じたものと考えられる。本対象
に対しては食事の制約や指導は行っていないためその影響
は考慮されないが，日常活動における低強度活動の積重ね
によるエネルギー消費も腹部肥満予防に重要であると考え
られる。
さらに Levineら 4）は，肥満群と痩身群について，臥位
と座位と立位・移動の時間の比較を傾斜計と 3軸加速度セ
ンサを用いて行っており，肥満群においては座位の時間が
有意に長く，また立位・移動の時間が有意に短いことを示
している。本稿による結果も Levineらの結果と同様に N

群と O群の違いが 3 METs未満の身体活動との有意な関
係を示唆している。
ところで 1日当りの TEは，3 METs以上の身体活動強
度を Km3，身体活動時間を T3とし，3 METs未満の身体活
動強度を Kmn，身体活動時間を Tnとすると，簡易的に式
（1）で計算することができる。

（1）

Bmw：単位時間・体重当りの基礎代謝推定値
10）（kJ／kg／min）

ここで，身体活動量を三分位に分類した 4の Q3群
の結果から，T3の平均値と標準偏差の差は 66.1分であり，
運動指針で示す 1日当り 66分とよく一致している。また，
Tnは 584分であり，TEは 51.9 kJ／kg／dである。

40～ 60歳の平均的な男性（身長 170 cm，体重 65 kg）
14）を基準とし，Kmnを 2.0 METs，Km3を 3.0 METsと仮
定して前述の T3，Tnの値を用い，式（1）から平均的な対
象の平均消費エネルギー TErを算出すると 51.1 kJ／kg／
dとなり，前述の TEとほぼ一致する。

5に示す結果のうち，TEの三分位区分による群間の
有意差を 6にまとめて示す。この表と前述の考察より，
運動指針では 1週間に 23エクササイズの運動を推奨して
いるが，これだけの身体活動ではメタボリックシンドロー
ム予防のための身体活動量は不十分であり，3 METs未満
の身体活動の積重ねによるエネルギーの消費も重要である
と考えられる。
以上の理由から，歩行や中等度の運動のみならず家事作
業や日常作業などの身体活動による消費エネルギーも定量
化できる本活動量計は，メタボリックシンドローム予防の
ための保健指導において有用なツールであると考えられる。

有意差（cm）有意差（mg／dL）有意差（mg／dL）有意差（mmHg）有意差（mg／dL）

84.7 ± 5.4
88.5 ± 9.0
86.5 ± 8.8

93.8 ± 60.9
159.8 ± 102.5
107.6 ± 57.4

51.9 ± 8.6
54.4 ± 13.7
58.8 ± 11.5

77.1 ±7 .6
77.5 ± 9.6
78.6 ± 7.3

92.8 ± 8.1
97.4 ± 12.6
96.5 ± 9.1

Q1
Q2
Q3

89.0 ± 6.7
90.3 ± 7.9
80.2 ± 5.1

132.4 ± 104.9
146.0 ± 75.0
82.3 ± 30.8

50.2 ± 8.3
52.5 ± 9.3
62.9 ± 13.2

79.6 ± 6.6
79.2 ± 8.5
74.2 ± 8.5

98.4 ± 11.1
97.7 ± 9.0
90.5 ± 8.6

Q1
Q2
Q3

86.6 ± 5.5
91.0 ± 8.3
82.3 ± 7.7

116.9 ± 88.0
155.6 ± 91.1
91.8 ± 45.8

50.8 ± 7.6
52.4 ± 8.8
61.9 ± 14.4

77.7 ± 6.7
80.7 ± 8.1
74.9 ± 8.8

96.9 ± 10.6
99.1 ± 10.3
91.0 ± 8.2

Q1
Q2
Q3

89.5 ± 7.0
86.5 ± 6.9
83.9 ± 9.1

149.3 ± 115.4
103.4 ± 51.8
111.3 ± 57.5

49.6 ± 8.5
54.1 ± 9.1
61.3 ± 13.9

79.4 ± 7.1
76.9 ± 8.5
77.0 ± 8.8

98.1 ± 10.6
95.9 ± 9.0
93 ± 10.8

Q1
Q2
Q3

85.3 ± 5.9
90.2 ± 8.7
84.2 ± 8.0

92.4 ± 47.0
167.2 ± 106.4
101.5 ± 54.2

54.1 ± 8.6
53.7 ± 13.0
57.4 ± 12.8

77.1 ± 6.1
80.2 ± 8.8
75.9 ± 8.8

94.9 ± 10.4
99.4 ± 11.3
92.5 ± 7.9

Q1
Q2
Q3

89.0 ± 7.7
87.6 ± 6.5
83.0 ± 8.7

124.4 ± 80.5
134.9 ± 96.3
102.4 ± 60.8

51.7 ± 8.5
51.0 ± 8.5
62.9 ± 13.7

80.8 ± 5.9
76.1 ± 9.3
76.2 ± 8.3

98.4 ± 9.8
95.4 ± 10.0
92.8 ± 10.5

Q1
Q2
Q3

平均±標準偏差†：p<0.1， ＊：p<0.05， ＊＊：p<0.01， ＊＊＊：p<0.005，#：p<0.001

群指標

3.0 Mets未満

3.0 Mets以上

歩数

PALk

1.5 Mets未満

TE

腹囲TGHDLDBPFBG

† ＊＊ #

＊

＊＊

＊＊＊

＊

＊＊

＊

＊ ##

＊

†

†

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊

＊＊

† ＊

5

Q2Q1群

有意差なしQ2

Q3
FBG：Q1>Q3（p<0.01）
HDL：Q1<Q3（p<0.001）
腹囲：Q1>Q3（p<0.001）

FBG：Q2>Q3（p<0.1）
HDL：Q2<Q3（p<0.01）
TG  ：Q2>Q3（p<0.05）
腹囲：Q2>Q3（p<0.001）

各群のTE（平均±標準偏差）
Q1：35.0±3.1　Q2：43.6±3.8　Q3：58.8±6.9（kJ／kg／d）

6 TE

TE = 1.2 Bmw（Km3‒1）T3+ 1.2 Bmw（Kmn‒1）Tn



72 松下電工技報 Vol. 56  No. 2

5. あ　と　が　き
日常生活に多い低強度から中等度以上の活動まで対応で
きる 3軸加速度法を応用した活動量計を用いて日常生活の
活動量を定量的に計測し，身体活動量とメタボリックシン
ドローム判定各指標との関連を統計的手法により確認した。

40歳以上の男性 59名を対象とし，健診による腹囲計測
結果に基づき，非腹部肥満群，腹部肥満群の 2群に分類し
て群間の身体活動量を比較した。その結果，腹部肥満群は
非腹部肥満群に比べて身体活動指数，3 METs未満の身体

活動時間が有意に少なく，メタボリックシンドローム対策
の保健指導において日常生活での低強度の活動量の定量化
が重要であることが示唆され，この身体活動量計が保健指
導のツールとして有用であると考える。

本研究を行うにあたり，協力をいただきました大阪大学
大学院医学研究科  西澤  均  博士，みずほフィナンシャル
グループ大阪健康開発センター  大脇  多美代  氏，館  美加  

氏，平田  真以子  氏に感謝の意を表します。

●注
＊ 1）エクササイズ：身体活動量を表す単位。
＊ 2）METs：身体活動の強さが安静時の何倍に相当するかを表す米国体力医学会が提唱する身体活動強度の単位
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